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はじめに 

 

環境問題は、２１世紀の人類がその叡智を結集して対応すべき最大の課題の一つであり、

その対象も大気汚染、水質汚濁といった地域的な問題から、地球温暖化、オゾン層の破壊

に加え、最近では生物多様性の損失等の地球規模での問題に拡大している中、今後も人類

が持続的な発展を遂げていくためには、安全が確保される社会を基盤として、温室効果ガ

スを削減した低炭素社会、資源消費を抑制し排出物を削減した循環型社会、豊かな生物多

様性を守り自然と共生する社会を構築していくことが必要不可欠となってきています。 

このような認識の下、我が国では平成５年に「環境基本法」が、平成１２年に廃棄物・

リサイクル問題の解決のため、「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済社会から脱却

し、環境への負荷が少ない「循環型社会」を形成していくための「循環型社会形成推進基

本法」が、そして平成２０年には豊かな生物の多様性を守り、その恵沢を将来にわたって

享受できる自然と共生する社会の実現を図っていくための「生物多様性基本法」がそれぞ

れ制定される等、日本全体で環境問題の解決に向けた取り組みが強化されています。 

空港における環境の取り組みは、従来航空機騒音対策を中心に進められ航空機騒音によ

る障害は着実に防止・軽減されてきたところですが、平成２０年に今後の空港の中長期的

な整備や運営のあり方を示した「空港の設置及び管理に関する基本方針」が出され、その

中で、空港環境対策は、これまでの対策に加え、空港の運営に伴う環境負荷を低減するた

めの対策を積極的に推進していくことが謳われました。この空港運営に伴う環境負荷を低

減するための対策は、空港管理者を中心に、空港内で活動される関係事業者のご理解とご

協力のもとに推進されなければなりません。 

このため、これまでの１０年間の状況を踏まえ、今後１０年間について空港関係者の理

解とご協力のもとで空港を運営する上で達成すべき、大気汚染、上水使用量、省エネルギ

ーや廃棄物のリサイクル等の環境要素ごとの環境目標、目標年度、実施計画を策定し、

「長崎空港環境計画」としてとりまとめました。 

これらの実施計画は、短期的な企業活動で見れば直ちに収益につながるものではないか

もしれませんが、長崎空港と周辺地域が共存し永続的に発展していくためには極めて重要

なものであることから、関係の皆様の積極的な取り組みを期待するものです。 

 

 

平成２９年３月 

長崎空港エコエアポート協議会 会長 

（国土交通省 大阪航空局 長崎空港事務所 所長） 

小川 順平 
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第１章 基本方針 
 

（1）環境計画を策定する背景と目的 
 

１）環境に対する背景 

地球温暖化、オゾン層の破壊といった環境問題は、２１世紀の人類がその叡

智を結集して対応すべき最大の課題の一つであり、これらを解決し、持続的な

発展を遂げていくためには資源の消費を抑制し、排出物を削減した循環型社会

を構築していくことが必要不可欠です。 

このような認識の下、我が国では平成５年に「環境基本法」が、平成１２年

にはいわゆる「リサイクル関連六法」がそれぞれ制定される等、政府としてこ

れら環境問題の解決に向けた取り組みを強化している中、空港に関連しては、

平成１２年９月に、運輸政策審議会環境小委員会において、「循環型空港」実

現の必要性が確認されました。 

さらに、平成１４年１２月の交通政策審議会航空分科会の最終答申において

は、環境対策として「さらなる空港と周辺地域との調和のある発展への対応の

ため、エコエアポートを推進する観点から、従来の周辺対策事業に加え、空港

と周辺地域の連携、一体化を推進するための施策や循環型社会の実現等の要請

に応じ、空港整備・管理運営に伴う環境負荷をさらに軽減するための施策を実

施していく必要がある」とされ、空港における環境改善が強く求められるよう

になりました。 

また、平成２０年１２月には空港法に基づく「空港の設置及び管理に関する

基本方針」の中で、『環境にやさしい空港（エコエアポート）施策を推進する

こととします。具体的には、ＧＰＵ（地上動力設備）の利用促進、空港内建築

物における太陽光発電の導入や屋上緑化、空港内車両のエコカー化やアイドリ

ングストップの励行等に取り組むこととする。』とされ、エコエアポートの積

極的な推進が求められています。 

 

２）空港環境計画策定の目的 

長崎空港では、環境要素毎の目標、具体的施策、実施スケジュール等から構

成される、共通の目標として「長崎空港環境計画」を平成２１年３月に策定

し、施策の実施をしてきましたが、第１期１０年間の「長崎空港環境計画」を

実施完了し、引き続き１０年後を目標年度とする次期空港環境計画を策定する

ものである。 

 

（2）長崎空港の現況 
 

１） 長崎空港の概要 

・長崎空港は、長崎市の北約２０キロメートルの大村湾内に位置している。 

・長崎空港は、我が国最初の海上空港として、昭和５０年に２，５００ｍで

供用開始され、昭和５５年には３，０００ｍに延長され、今日に至ってい

る。 
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２） 空港活動の概要 

・長崎空港は、平成２７年の実績によれば、年間航空旅客数約３１１万人、

航空貨物約１５千トンを取り扱う空港である。 

・長崎空港は、「明治日本の産業革命遺産」「ハウステンボス」「雲仙」や

「長崎市内」への観光産業を支える交通基盤であり、また、圏内の壱岐、

対馬、五島列島などを結ぶ離島便も就航しており、地域の拠点空港となっ

ている。 

・長崎空港の国内線は、東京、中部、大阪（伊丹、関西）、神戸、那覇及び

離島３便の計９路線であり、国際路線はソウル、上海の２路線が就航して

いる。 

・空港内には、空港を設置・管理する空港事務所を始め、航空会社、空港ビ

ル会社等様々な関係者が存在しており、これらの業務のために約１，００

０人が従事している。 

 

３） 環境面に対する影響 

・長崎空港は海上空港として大村湾にあり、佐世保湾と介して水路状の針尾

瀬戸と早岐瀬戸のみで外海と通じており、海水交換の少ない非常に閉鎖性

が強い湾である。 

・このような自然特性に加えて、大村市、長与町、時津町という都市が背後

にあり、汚濁負荷が多いにもかかわらず、大村湾にはスナメリ、カブトガ

ニを始めとする希少野生動植物が生息しており、また漁業、養殖業も盛ん

であり水産業発展のためにも大村湾の水質保全、自然環境保全が重要とな

ってくる。 

  

名  称 長崎空港 
設置管理者 国土交通大臣 

位  置 長崎県大村市 
標点位置 北緯３２度５５分０１秒 東経１２９度５４分４９秒 
標  高 ２．４ｍ 

敷地面積 １，７３５，５３９㎡ 

基
本
施
設 

着陸帯 ３１２０ｍ×３００ｍ 

滑走路 ３０００ｍ×６０ｍ 
誘導路 ３，２５０ｍ 
エプロン １３７，００１㎡ 

エプロンバース 
定期便    １１スポット 

小型機     ８スポット 
運用時間 ７：００～２２：００ 
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                             （九州地方整備局） 

 

〔大気〕 

長崎空港の運用に伴い航空機、地上支援機材（以下「ＧＳＥ」という。）等の燃

料として、化石燃料が消費され、ばいじん、ＳＯｘ及びＮＯｘ等の大気汚染物質が

周辺環境に排出されている。 

平成２７年度における大気質は、「待機環境調査結果（長崎県）」によれ

ば、空港周辺地域において、光化学オキシダントを除く環境基準項目（二酸化硫

黄、浮遊粒子状物質）はすべて、環境基準を達成している。なお、空港近傍に

は、大村市の中心部に測定局があるが、日平均値の２％除外値（二酸化硫黄及び

浮遊粒子状物質）または、年間９８％値（二酸化窒素）はいずれも環境基準値を

下回っている。 

 

〔騒音・振動〕 

長崎空港の運用に関連して周辺地域に影響を及ぼす主な騒音源としては、本空港

に離着陸する航空機騒音と、アクセス交通騒音がある。その他、空港内の騒音源と

しては、ターミナル地域の航空機・ＧＳＥの騒音、ターミナルビルを始めとする関

係施設の設備騒音等及び空港内の自動車騒音があるが、海上にあり空港周辺の住宅

地からは離れている。 

「平成２７年度 環境騒音及び交通騒音・振動調査報告書（長崎県）」によれ

ば、空港周辺地域における平成２７年度のＷＥＣＰＮＬ（航空機のうるささ値）年

平均値は、滑走路の測定地点では環境基準を達成している。 

 

〔水〕 

長崎空港における上水は、大村市の上水道より空港内の各施設へ供給されてお

り、旅客・貨物ターミナルが全体の約８割を使用している。中水利用は、ＡＳＲと

ＶＯＲ／ＤＭＥで雨水利用を行っている程度である。 

各施設からの排水（航空機汚水を含む）については、公共下水道が未整備であ

り、浄化槽で処理した後、雨水排水路を経て海域に排出している。また、冬期にお

いては、航空機への防氷剤の吹き付け、ターミナル道路等への融雪剤の散布が行わ

れることがある。 
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長崎空港が位置する大村湾は、閉鎖性が高く外海との海水交換が少ないため、水

質が悪化すると改善までに時間がかかるという特性があり、昭和５１年以降ほぼ毎

年ＣＯＤは毎年環境基準（２ｍｇ／Ｌ）を超過している。なお、「公共用水域及び

地下水の水質測定結果（長崎県）」によると、平成２３年度と２５年度では、ＣＯ

Ｄが１．９ｍｇ／Ｌと過去２７年間で最も低い値を示しており、水質保全対策効果

の評価を含めて、今後の推移を見守る必要がある。 

なお、大村市により平成２９年度～３０年度に長崎空港への公共下水道施設が、

整備される計画である。 

 

〔土壌〕 

長崎空港の各施設からの排水や廃棄物は適正に処理されているため、土壌汚染

は発生しないと判断される。なお、冬期においては、航空機への防氷剤の吹き付

け、ターミナル道路等への融雪剤の散布が行われることがある。 

 

〔廃棄物〕 

長崎空港から発生する廃棄物は、一般廃棄物（可燃ゴミ、資源ゴミ等）、一般産

業廃棄物（汚泥、木くず等）、特別管理産業廃棄物（廃油）がある。なお、空港の

維持管理工事に伴って大量に発生する刈草については、牧草として活用されている。 

分別回収が行われており、資源ゴミとしてリサイクルされる率は、全廃棄物の２

０％程度となっている。 

 

[エネルギー] 

長崎空港では、航空機燃料以外に電力、プロパンガス、Ａ重油、灯油、ガソリン

及び軽油が消費されている。 

 

〔自然環境〕 

長崎空港が浮かぶ大村湾は別名「琴湖（ことのうみ）」と呼ばれる。佐世保湾

と介して水路状の針尾瀬戸と早岐瀬戸のみで外海と通じており、海水交換の少ない

非常に閉鎖性が強い湾である。大きさは、南北２６ｋｍ、東西１１ｋｍ、面積３２

０ｋ㎡、海岸線の総延長は約３６０ｋｍである。 

大村湾には、国や県において、絶滅が危惧される生物種に選定されているスナ

メリやカブトガニ、また海岸にはハマボウなどの植物も生息している。とくにスナ

メリについては、その生息数が危機的状況とされている。 

大村湾内では、ナマコ、シャコ、エビ漁などの他、静穏域を利用した真珠など

の養殖などが営まれているが、漁獲量は近年減少傾向にある。 

なお、長崎県では、これまでも大村湾の環境対策を重点的に行ってきており、

平成１５年１２月には総合的な観点から大村湾の水質改善や自然環境の保全を進め

るとともに、大村湾域の活性化を図るための指針として、「大村湾環境保全・活性

化行動計画」を策定し、取り組みを強化し、着実に成果を上げている。 

  



-6- 

 

（3）環境目標の設定の考え方 

長崎空港環境計画における環境目標の設定にあたっては、本空港の規模、立

地、気候特性を考慮しながら、現在の取り組み状況をふまえて、水への配慮及び省

エネルギー対策の２点に重点を置くこととした。なお、空港周辺地域の航空機騒音

対策については、航空機騒音は環境基準を十分に満足しているため、空港環境計画

では、従来の目標、施策を引き続き行うことを基本とする。 

 

（4）実施方針の考え方 
 

１）目標年度 

・基準年を平成２７年度とし、１０年後の平成３７年度を目標とする。 

・ただし、空港を取り巻く環境の変化や施策の技術動向等を勘案し、必要

に応じて見直すこととする。 

 

２）施策の実施スケジュール 

・策定された空港環境計画の施策の実施にあたっては、国の空港整備計画

や施策の技術動向を勘案し、緊急性、早期実施の可能性、他の施策との

連携等を考慮の上実施していくものとする。 

 

３）評価及び公表 

・協議会は、毎年、各事業者から、空港環境計画に基づく環境施策の実施

状況の報告を受け、「実施状況報告書」として公表する。 

・協議会は、原則として概ね５年毎の評価を踏まえて、必要に応じて、環

境目標及び「実施計画」の見直しを行い、これを「評価報告書」として

公表する。 

 

（5）対象範囲 
 

１）対象となる活動範囲 

・空港内のすべての活動（人、航空機、車、各種設備の稼働等）を対象と

する。 

・ただし、建設工事は、一過性のものであり、最終目標対象に直接リンク

するものではないことから対象とはしない。しかしながら、工事実施に

あたっては、環境に対する影響が最小限になるよう配慮が必要である。 

 

２）対象となる区域 

・空港環境計画の活動の対象となる区域は、空港用地を原則とする。 
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第２章 実施体制 

空港環境計画の実施にあたっては、関係者の理解と協力に基づく総合的な環

境問題への取り組みが必要なことから、本空港の管理者が中心となり長崎空港

エコエアポート協議会を組織するものである。 

 

（1）エコエアポート協議会の構成 

 
エコエアポート協議会の構成員は、以下のとおりとする。（順不同） 

 

 ・大阪航空局 長崎空港事務所 

 ・長崎航空気象観測所 

 ・航空局空港保安防災教育訓練センター 

 ・九州地方整備局 長崎港湾・空港整備事務所 

 ・長崎税関 長崎空港出張所 

 ・福岡入国管理局 長崎出張所 

 ・福岡検疫所 長崎検疫所支所 

 ・門司植物防疫所 福岡支所 長崎出張所 

 ・動物検疫所 門司支所 長崎空港出張所 

   ・大村警察署 長崎空港警備派出所 

 ・（一財）航空保安協会 長崎第一事務所 

 ・長崎県 新幹線・総合交通対策課 

 ・大村市 商工振興課 

 ・日本航空(株) 長崎空港所 

 ・全日本空輸（株） 長崎空港所 

 ・オリエンタルエアブリッジ（株） 

 ・(株)ソラシドエア 長崎空港支店 

 ・スカイマーク(株)  長崎空港支店 

 ・中国東方航空 長崎支店 

  ・エアソウル 

 ・エス・ジー・シー佐賀航空（株） 長崎支店 

 ・（一財）空港環境整備協会 長崎事務所 

 ・長崎空港ビルディング（株） 

 ・長崎国際航空貨物ターミナル（株） 

 ・長崎空港給油施設（株） 

 ・国際航空給油（株） 長崎空港事業所 

 ・（有）長崎美研社 

 ・（有）長崎グランドエアサービス 

 
（平成２９年３月１４日現在） 

 

なお、協議会の会長は長崎空港長が、また協議会運営の事務局は長崎空港事務所

が行う。 
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（2）エコエアポート協議会の主な活動内容 

 

本協議会の活動内容は、以下のとおりである。 

 

１）空港環境計画の策定 

空港の環境現況を調査し、優先順位を考慮して空港環境計画を策定する。 

 

２）施策の実施 

空港環境計画に基づき関係する各事業者が各々実施する。 

 

３）達成状況の評価 

空港環境計画の各施策の達成状況は、協議会で評価する。 

 

４）教育・啓発活動 

空港環境計画の実施にあたって、関係者に対し必要となる事項について継

続的な教育及び啓発活動を行うとともに、旅客に対してもゴミ等の削減キャ

ンペーンを行う。 

 

  



-9- 

 

第３章 実施計画 
 

（1）大気（エネルギーを含む） 
 

１）現状認識 

〔現況〕 

・長崎空港の運用に伴って、航空機燃料以外に、ＧＳＥ等関連車両では、ガ

ソリン又は軽油、旅客ターミナルビル等関連施設では電力を始め各種の

エネルギーを使用している。 

・空港全体のエネルギー消費量（航空機燃料分は含まない）のうち、エネル

ギー種別では電力が９割を越え、施設別では旅客・貨物ターミナルが６

割と最も多く、次いで公的機関となっている。また、公的機関のプロパ

ンガス消費は空港防災訓練センターで使用したものである。 

・空港全体のＣＯ２排出量（航空機燃料分は含まない）は、年間約５．８千

トンである（平成２７年度実績）。 

・なお、大気汚染物質は、航空機、ＧＳＥ等で消費される化石燃料の燃焼に

伴い、ばいじん、ＳＯｘ及びＮＯｘ等が周辺環境に排出されている。  

 

〔現状の対策状況〕 

・航空会社では、低排出物航空機エンジンの導入を進めている。なお、ＩＣ

ＡＯ（国際民間航空機構）では、航空機エンジンから排出するＨＣ、ＣＯ、

ＮＯｘ及びばい煙の規制を行っており、順次強化されている。 

・空港防災教育訓練センターでは、航空機事故を想定した消火訓練を行って

いるが、環境に配慮し、燃料はばい煙が発生しないようＬＰガスを使用し

ている。 

・旅客ターミナルビルは築後４０年近くを経ているが、氷蓄熱型空調機の一

部採用、空調機の時間適正運転、蛍光灯の省エネ型への交換などを行い、

省エネに配慮している。平成２０年のリニューアルにおいて、省エネ、環

境に配慮した対応がとられている。 

・運用面においては、冷暖房温度の省エネモード設定とこまめなＯＮ／ＯＦ

Ｆ、室内照明の不要時消灯などを行っている事業者が多い。 

・ＧＳＥ等関連車両ではエコカーも導入されているが、アイドリングストッ

プ運動は組織的に推進していない。 

 

２）具体的な施策 

大気汚染物質の排出量低減を計画的に実行するためには、化石燃料をクリー

ンな燃料へ転換することが必要である。また、エネルギー消費量を削減し、Ｃ

Ｏ２排出量の低減に努めることが極めて重要である。 

 

このため、具体的な施策としては以下に示すとおりである。 

① 車載型ＧＰＵの有効利用を行なう。 

②空港関係車両の電気自動車化、天然ガス自動車、ハイブリット車への転換

をはかる。 

③照明器具や空調設備等の省エネタイプ、高効率化の利用など、設備面にお

ける省エネ手法を促進する。 
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④アイドリングストップ運動を組織的に推進する。 

⑤建築物緑化（屋上・壁面・室内緑化）を推進する。 

以上の施策により、 

 
【１０年後の目標：航空旅客１人あたりの二酸化炭素排出量を削減する。】 

 

３）施策の実施スケジュール 

・施策①は、引き続き推進していく。 

・施策②は、新規車両の導入時期を考慮しながら、計画的に実施していく。

導入時期については、耐用年数や技術動向等を勘案しながら、長期目標と

して計画・実施する。 

・施策③は、設備機器の更新時期を考慮しながら、長期目標として計画・実

施する。 

・施策④⑤は、各事務所において、実施可能な義務等において、短期目標と

して、計画・実施する。 
 

 

（2）騒昔・振動 
 

１）現状認識 

〔現況〕 

・長崎空港周辺の測定地点では概ね横ばいの状態で環境基準を達成してい

る。 

・航空機の離着陸を除く本空港内の騒音源としては、地上走行時及び駐機

中の航空機騒音、ターミナルビルをはじめとする関係施設の設備騒音並

びにＧＳＥ、その他関係車両騒音があるが、空港周辺の住宅地からは離

れている。 

[現状の対策状況] 

・空港内におけるＧＳＥ車両など特段の騒音対策はとっていない。 

・車載型ＧＰＵを使用している。 

 

２）具体的な施策 

航空機騒音対策については、航空機騒音の影響を極力小さくするため、航空

機騒音常時監視測定結果に注視しつつ、次の施策を実施する。 

①車載型ＧＰＵの有効利用を行なう。 

また、周辺地域に対する問題はないが、空港利用者のためにターミナル地

域で発生する騒音を極力小さくするよう次の施策を実施する。 

②アイドリングストップ運動を組織的に推進する。 

以上の施策により、 

 

【１０年後の目標：空港周辺の騒音・振動を低減し、地域との共生を進展させる】 
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３）施策の実施スケジュール 

・施策①は、引き続き推進していく。 

・施策②は、実施可能な業務等において、短期目標として、計画・実施す

る。 

 

（3）水 
 

１）現状認識 

〔現況〕 

・上水は大村市の上水道より、空港内の各施設へ供給されており、旅客・

貨物ターミナルが全体の約８割を占めている。 

・中水利用は、ＡＳＲとＶＯＲ／ＤＭＥで雨水利用を行っているが、極わ

ずかである。 

・公共下水道が未整備であり、浄化槽で処理した後、雨水排水路を経て海

域に排出している。 

・雨水については、空港内に設定された排水溝、排水管にて集水し、海域

に放流しているが、特に雨水を汚染するような有害物質の混入はない。な

お、冬期においては、航空機への防氷剤の吹き付け、ターミナル内道路等

への融雪剤の散布が行われることがある。 

 

〔現状の対策状況〕 

・中水利用は、ＡＳＲとＶＯＲ／ＤＭＥでわずかに雨水利用を行っている

程度である。 

・空港防災教育訓練センターでは、消火訓練の放水用の水を回収、再利用

し、水の使用量を極力減らしている。また、消火訓練用の燃料はＬＰガス

を用いているため、雨水への油分等の混入はないが、雨水排水はフィルタ

ー処理後、海域へ排水している。 

・旅客ターミナルビルにおいて節水型水栓を設置しており、入居者に節水

等への協力要請も行っている。他にも節水に取り組んでいる事業者がある。

防氷剤の使用量は年ごとに増減を繰り返しているが、これは気候によって

左右されるためと判断できる。 

 

２）具体的な施策 

本空港では、既に節水への自主的な取り組みも見られるが、空港内での水の

使用量を今後とも削減するための方策を総合的に講ずるとともに、大村湾の水

質への影響をより低減するよう努める。 

このため、具体的な施策としては以下に示すとおりである。 

①自動手洗水栓、節水器、節水コマ等の節水器の設置により節水を促進す

る。 

②節水キャンペーンを実施し、空港旅客も含めた利用者の意識の向上に努め

る。 

以上の施策により、 
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【１０年後の目標：航空旅客１人あたりの上水使用量を 10％削減する】 

 

３）施策の実施スケジュール 

・施策①は、設備機器の更新時期を考慮し、長期目標として計画・実施す

る。 

・施策②は、引き続き推進していく。 

 

 

（4）土壌 
 

１）現状認識 

〔現況〕 

・各施設からの廃液や廃棄物については、適正に管理しているため、有害

物質が土壌に浸透していくことはないと判断される。なお、冬期において、

航空機体への防氷剤の散布、道路等への融雪剤の散布を行っているが、こ

れらの薬剤は雨水系統から土壌への浸透はあり得るものの、土壌を汚染す

るような有害物質ではない。 

 

〔現状の対策状況〕 

・土壌汚染への対策としては、特段のものは講じていない。 

 

２）具体的な施策 

本空港では、各施設からの廃液や廃棄物を適正に管理しているため、土壌へ

の影響はないと考えている。したがって、廃液及び廃棄物に対しての施策を従

前通りに行うことによって、土壌に対する施策は不必要と判断する。 

 
 

（5）廃棄物 
 

１）現状認識 

〔現況〕 

・一般廃棄物及び産業廃棄物は、各事業者が、廃棄物処理業者に委託して

空港外で処理している。 

・本空港で発生する廃棄物総量は年間で約３５０トンであり、その９５％

以上は一般廃棄物である。また、施策別では、旅客ターミナルがほぼ７割

を占めている。 

・維持管理に伴い発生する刈草は、牧草、敷き藁として活用されている。 

・一般廃棄物のリサイクル率は、約２割である。 

・工事により発生した廃棄物は、工事業者等により関連法に基づき適正に

処理されている。 

 

〔現状の対策状況〕 

・本空港では、旅客ターミナルビルにおいては、分別回収により資源ゴミ

回収の徹底を図るなど、廃棄物全体の約２割をリサイクルしている。 
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・また、ゴミの削減やリサイクルについては、旅客ターミナルビルや航空

会社が中心となって多くの事業者が取り組んでおり、備品のグリーン調達

を行っている事業者もある。 

・空港の維持管理工事に伴って大量に発生する刈草については、牧草や敷

き藁として活用されている。 

 

２）具体的な施策 

本空港においては旅客ターミナルビルや航空会社が中心となってゴミの削

減やリサイクルを進めているが、既に実施している事業者も含めて、更なる

３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進によってリサイクル率を

向上させ、かつ最終処分量を削減する。 

 

①リサイクル関連法並びに、リサイクルの基本的考え方を周知徹底すること

によって、廃棄物の削減を図る。 

②再生製品の積極的採用の呼びかけや、事務用紙の削減、包装の簡略化等、

利用客も含めた個人単位での発生抑制（グリーン調達、リデュース）に関

する呼びかけを、空港全体で組織的に実施する。 

③工事に伴う建設廃棄物は、建設廃棄物リサイクル法等にのっとって、再生  

資源施設等を利用しリサイクルを行い、最終処分量をゼロにするよう努力す

る。 

 

【１０年後の目標：一般廃棄物のリサイクル率を２５％に向上させる】 

 

３）施策の実施スケジュール 

・施策①②③は、引き続き推進していく。 

 

（6）エネルギー 

（大気の項を参照のこと。） 

 

【１０年後の目標：航空旅客１人あたりのエネルギー消費量を５％削減する】 

 

（7）自然環境 

１）現状認識 

〔現況〕 

・本空港が浮かぶ大村湾は風光明媚な地域であるが、二重の閉鎖性水域で水

質汚濁が進行しやすい状況にある。 

・一方で、スナメリやカブトガニ、ハマボウなどの稀少野生動植物が生息し

ており、とくにスナメリについては、その生息数が危機的状況とされてい

る。 

・また、大村湾内では、ナマコ、シャコ、エビ漁などの他、静穏域を利用し

た真珠やカキの養殖などが営まれているが、漁獲量は近年減少傾向にある。 

[現状の対策状況] 

・特段の自然環境保全対策は実施していない。 
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・なお、長崎県では、これまでも大村湾の環境対策を重点的に行ってきてお

り、平成１５年には「大村湾環境保全・活性化行動計画」を策定し、水質

改善や自然環境の保全の取り組みを強化している。  

〔現状の対策状況〕 

・空港周辺の開発は進められておらず、市街化されていない。 

・空港へのアクセス道路や構内道路等は、景観緑化がなされている。 

 

２）具体的な施策 

本空港で配慮すべき自然環境とは、大村湾の自然の保全、特に海洋生物の保

全であり、水質保全に関する施策を適正に行うことが重要である。この観点に

基づき、次の施策を実施する。 

① 「水」に関する施策を推進するためにも、長崎県の「大村湾環境保全・活

性化行動計画に即した行動を実施する。 

②陸域部に保全すべき小動物が確認された場合には、動物保護に配慮した排

水路や側溝を設置するなどの適切な保全対策を講ずる。その他、重要な動

植物の生息が確認された場合には、適切な保護、保全対策を講ずる。 

③さらに、一般的な動物の保護、また空港の適性維持のために、動物侵入防

止柵の設置などについての検討行う。 

④空港内の緑化は、バードストライクを考慮しつつ、地域に適合する樹種に

よる緑化を推進する。（※上記観点から、鳥の餌になる結実樹木を避け

る。） 

 

【１０年後の目標：大村湾との共生を進展させ、空港周辺の動物を保全し、動物との

共存を進展させる】 

 

３）施策の実施スケジュール 

・施策①②③④は、引き続き推進していく。 

 

（8）その他 
 

１） 現状認識 

〔現況〕 

・空港アクセス手段としては、道路系による自動車と、海上による船舶であ

る。 

・公共交通機関としては、主に空港連絡バスで、長崎市内と空港の間を２０

～３５分間隔で頻繁に運行されている。 

・アクセス、イグレス手段としては、バス（直行バス、高速バス、貸切バス、

路線バス）が４５％程度で最も多く、ついで自家用車が３０％程度である。

船舶を含む公共交通機関は約５０％である。 

 

２） 具体的な施策 

空港アクセスに関連し、排出ガス、温室効果ガスの更なる削減を目指して、

次の施策を実施する。 
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①関係者（空港利用者、行政、鉄道、バス等運輸事業者）の理解・連携のも

と、公共交通機関の利便性を向上させ、旅行者、旅行会社へのＰＲ活動を

推進する。 

②空港関係者の自家用車通勤等から公共交通機関への転換を促進する。 

③空港関係者の使用する車両の排気ガスの状態が著しく悪く、大気汚染の原

因となる場合は、車両整備を早期に行う。 

 
【１０年後の目標：公共交通機関の利用率を現状より着実に向上させる】 

 

３） 施策の実施スケジュール 

・施策①②③は、引き続き推進していく。 
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